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（証券コード ９７９５） 

平成２7 年１１月２６日 

株主各位 
神奈川県藤沢市藤沢６０２番地 

株 式 会 社 ス テ ッ プ 
代表取締役社長 龍 井 郷 二 

第３7回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 

さて、当社第３７回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申しあげます。 

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成２７年１２月１０日(木曜日)

午後５時３０分までに到着するようご返送いただきたく、お願い申しあげます。  

敬具 
記 

 

１．日 時 平成２７年１２月１１日（金曜日）  午前１０時  

２．場 所 神奈川県藤沢市藤沢６０２番地 当 社 本 部  ７ Ｆ  

 （末尾の会場ご案内図をご参照ください。） 

３．目 的 事 項  

報 告 事 項  第３７期（平成２６年１０月１日から平成２７年９月３０日

まで）事業報告および計算書類報告の件  

決 議 事 項  

 第１号議案 剰 余 金 の 処 分 の 件 

 第２号議案 定 款 一 部 変 更 の 件 

 第３号議案 取 締 役 1 0 名 選 任 の 件 

 第４号議案 監 査 役 １ 名 選 任 の 件 

以上 
 
 
１．提供書面および株主総会参考書類に修正すべき事情が生じた場合は、インタ

ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.stepnet.co.jp/）において、修

正後の事項を掲載させていただきます。 

２．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出くださいますようお願い申しあげます。 
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（提供書面） 

事 業 報 告 
平成26年10月１日から

平成27年９月30日まで

    

１．会社の現況  

 (1) 事業の経過および成果 

当社は、ほとんどの教師を正社員として、授業内容の専門化・高技術化に努め、そ

の授業力を大きな支えとして進学実績の充実に力を入れています。 

平成 27 年９月末日において、中高全教師 616 名中、正社員教師 590 名、専任講

師 15 名、講師 11 名（うち５名はネイティブ講師）となり、正社員率で 95.8％、専

任比率で 98.2％に達しています。これらの教師陣が恒常的な授業研修に参加し、不

断の自己研鑽を重ねて教務力の強化を図っています。 

大幅に刷新された公立高校新入試制度の３年目となった今春の神奈川県の高校入試

でしたが、昨年度に引き続き学力検査の出題レベルが上がり、さらにトップ高校をは

じめ多くの上位校において倍率がこれまでになく上昇したため、受験生にとっては緊

迫した雰囲気のなかでの入試となりました。そのような状況の中、当社の小中学生部

門から神奈川県の公立トップ高校 19 校に 1,918 名が合格しました。これは県内公

立高校に合格したステップ生の 41.1％に相当します。これら公立トップ高校の半数

以上の 11 校において、また公立トップ高校の中で新制度の特徴の一つである特色検

査を実施した 12 校のうち半数に当たる６校において、塾別の合格者数で当社がトッ

プとなっています。 

また、ステップ生の通学圏内で最難関と位置づけられる国立東京学芸大附属高校へ

の今春の合格実績は、同校の外部からの進学者用の定員 106 名のうち 52 名を占め、

７年連続で全塾中トップの実績を残すことができました。 

当社が小中学生部門と並んで注力している高校生部門も、ここ数年、特に人材育成

に力を入れてきましたが、その成果として各専門科目の教師陣の層が厚くなってきて

います。今春の大学進学実績を見ると、東京大学の合格者数が昨年比で大きく伸びた

ほか、多くの国公立で堅調な結果となっています。また私立においても、同じく昨年

比で早慶上智が 184 名から 274 名へ、いわゆる MARCH＋東京理科大が 682 名から

946 名へと大幅に合格実績を伸ばすことができました。業界全体としては、生の授

業を映像授業に置き換える動きや個別指導化が進んでいますが、当社はあくまでも教

師の息吹が伝わるライブ授業をベースとし、良きライバルが切磋琢磨し合う集団指導

のメリットを活かして、全体としての競争力を強化していきます。 
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当事業年度の新規開校は、小中学生部門の４スクール（東急東横線の大倉山、東急

田園都市線のたまプラーザ、江田、市が尾）と高校生部門の２校舎（ＪＲ東海道線の

戸塚、横浜市営地下鉄のセンター南）です。当社のドミナントエリアをさらに充実す

る形となっています。その結果、スクール数は現状、小中学生部門が 116 スクール、

高校生部門は 14 校、個別指導部門１校の計 131 校です。 

 

生徒数の伸びは、小中学生部門、高校生部門ともに全体として着実なペースを維持

しており、塾生総数で見た当事業年度の生徒人数平均は前年同期比 6.7％増となって

います。 

 

以上の結果、当事業年度の売上高は 9,606 百万円（前年同期比 5.5％増）、営業利

益は 2,303 百万円（前年同期比 4.8％増）、経常利益は 2,331 百万円（前年同期比

5.0％増）、当期純利益は 1,487 百万円（前年同期比 9.7％増）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高（百万円） 経常利益（百万円） 当期純利益（百万円）

第36期 第37期第36期 第37期 第36期 第37期

1,3551,3551,3551,355
2,2202,2202,2202,2209,1049,1049,1049,104

2,3312,3312,3312,3319,6069,6069,6069,606

1,4871,4871,4871,487
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事業部門別の売上高は、次のとおりです。 

①小中学生部門 

小中学生部門は生徒数が期中平均で 5.7％の増加等により、7,970 百万円（前

年同期比 5.8％増）となりました。 

②高校生部門 

高校生部門は生徒数が期中平均で 12.4％の増加等により、1,635 百万円（前

年同期比 4.2％増）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 対処すべき課題 

中長期的な経営戦略を推進するための当面の課題として、以下の３項目に特に注力

しています。 

①教師育成制度の強化 

教師育成の要として長年に渡って実施している授業研修は、当社の文化と言っ

ても過言ではありません。さらに本部専属スタッフによる授業監査制度も、スク

ール運営や授業の実状を掌握する手段として、また現場へのタイムリーなサポー

トとして定着しています。この二つの制度を有効活用することによって、学習サ

ービスのより一層の高度化を図っていきます。 

②採用活動の強化 

採用活動の強化を進めるため、人事採用部門の人材養成に力を注いでいます。

また、人材募集媒体の多様化を含めた採用活動ノウハウの見直し、向上を図り、

従来同様あるいはそれ以上の有為な人材の採用に力を尽くしています。 

③新規開校開発体制の強化 

小中学生部門は従来からのドミナント戦略にそって、効率的、効果的なスクー

ル展開を追求しています。高校生部門は、公立トップ高校を中心とした現役高校

生のニーズにそった立地を重要視しています。また、小中学生部門、高校生部門

ともに移転も含めた旧校舎のリニューアルを積極的に進めています。 

 

 

小中学生部門 売上高（百万円） 高校生部門 売上高（百万円）

第36期 第37期第36期 第37期

7,9707,9707,9707,970

1,6351,6351,6351,635
7,5347,5347,5347,534

1,5691,5691,5691,569
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(3) 設備投資の状況 

当事業年度の設備投資総額は 1,089百万円（うち建物賃貸借保証金 46百万円）

であり、小中学生部門および高校生部門の営業拡大および設備の改善を目的に実施し

ています。 

その主なものは、高校受験の中央林間スクール移転に伴う建物建築費用および藤沢

朝日スクールの土地建物取得費用 427百万円、来期以降移転予定スクールの土地取

得費用 253百万円です。 

 

(4) 資金調達の状況 

当該設備投資の資金は、自己資金および借入金で充当しました。 

 

(5) 財産および損益の状況                    （単位：千円） 

区  分 

第34期 

(平成24年 

９月期) 

第35期 

(平成25年 

９月期) 

第36期 

(平成26年 

９月期) 

第37期 

(平成27年 

９月期) 

売 上 高 8,244,985 8,804,986 9,104,391 9,606,602 

営 業 利 益 1,944,741 2,117,123 2,197,926 2,303,498 

経 常 利 益 1,973,169 2,143,155 2,220,309 2,331,401 

当 期 純 利 益 1,112,878 1,268,860 1,355,816 1,487,721 

１株当たり 
当期純利益 

75 円 51 銭 76 円 71 銭 81 円 34 銭 89 円 25 銭 

総 資 産 14,965,699 15,993,515 17,314,395 18,535,283 

純 資 産 11,247,307 13,373,895 14,330,678 15,421,324 
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２．会社の状況（平成27年９月30日現在） 

(1) 主要な事業内容 

小学校５年生から高校３年生を対象とした学習および受験指導を行ってい

ます。 

 

(2) 主要な事業所 
①スクール 

所 在 地 スクール数 ス ク ー ル 名 

神
  奈

  川
  県

 

藤 沢 市 15 

大学受験藤沢，Hi-STEP湘南，藤沢，長後，六会， 

善行，辻堂東，ライフタウン，綾瀬，藤沢朝日， 

ライフタウン北，藤沢中央，湘南台，用田，辻堂北 

大 和 市 ８ 
大学受験大和，Hi-STEP大和，Hi-STEP中央林間， 

大和，高座渋谷，鶴間，中央林間，南林間 

海 老 名 市 ４ 大学受験海老名，Hi-STEP 海老名，海老名，海老名西 

座 間 市 ３ 座間，さがみ野，相武台 

厚 木 市 ５ 大学受験厚木，Hi-STEP 厚木，厚木，厚木西，厚木東 

茅 ヶ 崎 市 ７ 
大学受験茅ヶ崎，Hi-STEP茅ヶ崎，茅ヶ崎東，茅ヶ崎， 

辻堂西，茅ヶ崎北，茅ヶ崎小和田  

鎌 倉 市 ６ 
大学受験大船，Hi-STEP鎌倉，Hi-STEP大船，大船， 

湘南深沢，大船笠間 

横 浜 市 39 

大学受験横浜，大学受験戸塚，大学受験センター南， 

Hi-STEP横浜，Hi-STEP横浜南，Hi-STEP戸塚， 

Hi-STEP二俣川，Hi-STEP青葉台，Hi-STEP金沢文庫， 

Hi-STEP日吉，Hi-STEPセンター南，二俣川，瀬谷， 

鶴ヶ峰，弥生台，戸塚，三ツ境，立場，杉田，港南台， 

鴨居，十日市場，中川，センター南，北山田，こどもの国， 

ふれあいの丘，本郷台，白楽，センター北，仲町台， 

菊名，戸塚東，東戸塚，藤が丘，大倉山東，江田， 

たまプラーザ，市ヶ尾 

川 崎 市 １ Hi-STEP 宮前平 

平 塚 市 ６ 大学受験平塚，平塚，平塚西，平塚東，平塚南，平塚中央 

相 模 原 市 13 

大学受験相模原，大学受験相模大野，Hi-STEP相模原， 

Hi-STEP相模大野，渕野辺，橋本，相模原南，上溝， 

相模大野，相模原，東林間，原当麻，古淵 

伊 勢 原 市 １ 伊勢原 

高 座 郡 １ 寒川 

秦 野 市 ５ 大学受験秦野，Hi-STEP秦野，東海大前，秦野，渋沢 

小 田 原 市 ６ 
大学受験小田原，Hi-STEP小田原，小田原，鴨宮， 

富水，鴨宮北 

南 足 柄 市 １ 南足柄 
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所 在 地 スクール数 ス ク ー ル 名 

神
奈

川
県

 

足 柄 上 郡 １ 松田 

中 郡 ２ 二宮，大磯 

愛 甲 郡 １ 愛川 

逗 子 市 １ 逗子 

横 須 賀 市 ４ 県立大学前，汐入，久里浜，衣笠 

(注)１．上記以外にK-STEP  藤沢があります。 

２．大倉山東、江田、たまプラーザ、大学受験戸塚、大学受験センター南の各スクー

ルは平成２７年３月より、市ヶ尾スクールは平成２７年７月より開校しました。 
 
②事務所 

名   称 所    在    地 

本 部 神 奈 川 県 藤 沢 市 藤 沢 ６ ０ ２ 番 地 

教 材 研 究 課 神奈川県藤沢市湘南台２丁目１番地の１９ 

印刷配送センター 神奈川県藤沢市石川６丁目２６番地の２１ 

 
(3) 株式の状況 

①発行可能株式総数       46,880,000株 

②発行済株式の総数 16,668,367株(自己株式 1,633株を除く) 

③株主数 5,074名 

④大株主の状況   
 

株  主  名 
当 社 へ の 出 資 状 況 

持 株 数 持 株 比 率 

 株 ％ 

有限会社ケー・プランニング 4,660,500  27.96  

龍井郷二 1,302,800  7.82  

ビービーエイチ フォー フィデリティ ロープライスド ストック ファンド 1,193,700  7.16  

龍井喜久江 1,071,600  6.43  

ＳＴＥＰ社員持株会 919,680  5.52  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 839,100  5.03  

株式会社横浜銀行 320,000  01.92  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 278,600  01.67  

ビービーエイチ フィデリティ ピューリタン フィデリティ シリーズ 

イントリンシック オポチュニティズ ファンド 
217,000  1.30  

ビービーエイチ ボストン フォー ノムラ ジャパン スモーラー 

キャピタライゼイション ファンド 620065 
206,800  01.24  

(注) 持株比率は、自己株式 1,633株を控除して計算しています。 
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(4) 従業員の状況 

区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

男 性 ５５８名   ２６名増 ３６歳 10ヶ月 ９年 ５ヶ月 

女 性 １４１名  １１名増 ３１歳 10ヶ月 ６年 11ヶ月 

合 計 ６９９名    ３７名増 ３５歳 10ヶ月 ８年 11ヶ月 

(注)  上記のほかに嘱託社員９名、フェロー社員１３名、非常勤講師１１名、パートタイ

マー(事務系部門)１６５名がいます。 

 

(5) 役員の状況 

①取締役および監査役の状況 

氏  名 地  位 担当および重要な兼職の状況 

龍 井 郷 二 代 表 取 締 役 社 長 執行役員 

高 橋 豊 明 専 務 取 締 役 常務執行役員、 

高校受験 Hi-STEP 本部長 

池 永 郁 夫 常 務 取 締 役 執行役員 

中 川 慎 一 取 締 役 執行役員大学受験戸塚校室長 

梅 澤 直 之 取 締 役 常務執行役員、 

高校受験横浜本部長兼横浜北部ブロック長 

新 井 規 彰 取 締 役 常務執行役員総務本部長 

 

髙 瀬 裕 之 取 締 役 常務執行役員、 

高校受験県西本部長兼横須賀ブロック長 

河 井 榮 治 取締役(社外取締役)  

石 黒  博 常 勤 監 査 役  

飯 島 晴 雄 監査役(社外監査役)  

木 佐 貫  利 数 監査役(社外監査役)  

(注)  監査役木佐貫利数氏は、一般株主と利益相反が生じるおそれがない独立役員として、

東京証券取引所に届け出ています。 

 

 

 -８- 
 



②役員に対する報酬等の額                   （単位：千円） 

区  分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額 

取締役(社外取締役を除く) 

監査役(社外監査役を除く) 

社 外 役 員 

８名 

１名 

３名 

92,715 

 5,004 

 6,360 

計 12名 104,079 

(注)１．  報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額 28,800千円を含んでい

ません。 

２． 株主総会決議による報酬限度額は次のとおりです。（平成６年１２月定時株主総会

決議） 

取締役    年総額 150,000千円 

監査役  年総額  20,000千円 

 

③社外役員に関する事項 

a．社外役員の主な活動状況 

当事業年度におきましては、取締役会を合計12回、監査役会を合計11回開催し

ました。各社外役員の、取締役会および監査役会への出席状況は以下のとおりで

す。 

氏  名 取締役会および監査役会への出席状況 

河 井 榮 治 取締役会…全12回に出席しました。 

飯 島 晴 雄 
取締役会…全12回に出席しました。 

監査役会…全11回に出席しました。 

木 佐 貫  利 数 
取締役会…全12回に出席しました。 

監査役会…全11回に出席しました。 

なお、各社外役員はいずれの会においても、これまで培ってきた経験や専門知

識・見識を活かして、議案審議に必要な質問や発言を適宜行っています。 

b．責任限定契約の内容の概要 
当社は、社外取締役である河井榮治氏、ならびに社外監査役である飯島晴雄氏

および木佐貫利数氏との間で、会社法第 423条第１項の賠償責任を、法令の定め

る限度まで限定する契約を締結しています。 
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(6) 主要な借入先の状況                             (単位：千円) 

借 入 先 借 入 金 残 高 

株式会社 横 浜 銀 行  416,900 

株式会社 三菱東京Ｕ ＦＪ銀行 406,850 

株式会社 み ず ほ 銀 行 392,100 

 

３．会計監査人の状況 

①会計監査人の名称           有限責任監査法人トーマツ 

 

②当事業年度に係る報酬等の額      11,500千円 

 

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的

にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額

を記載しています。 

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況およ

び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行

ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をしました。 

 

③会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断

した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容

を決定します。 

また、会計監査人が会社法第 340 条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査

役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を

解任した旨およびその理由を報告します。 

 

４．会社の体制および方針 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

Ａ  取締役会における決議内容の概要 

当社が、業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は、

以下のとおりです。 

なお、平成１８年６月に金融商品取引法が成立し(平成２０年４月施行)、平成１９

年２月に「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準」が、企業会計

審議会より公表されたことに伴い、これらに対応する取り組み方針を平成１９年９月

２５日の取締役会において決議（平成２７年５月２６日の取締役会にて一部改定決議）

しています。 
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内部統制システムの構築に関する基本方針 

 

会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条第１項ならびに第

３項に従い、当社「内部統制システムの基本方針」として、「高い教務力を持っ

た専門的な人材が、高品質の学習サービスを提供し、生徒の学力向上を通して社

会に貢献する」との経営理念の下、会社業務の適正を確保するため、次の体制を

整備・運用するとともに、適宜審査し改善に努めます。 

また当社は、「財務報告に係る内部統制基本方針」を継続的取り組みの基本方

針と捉え、毎事業年度に見直しを行い、内部統制システムの運用上見出された問

題点の是正・改善状況についてモニタリングを行うことで、より適切な内部統制

システムの構築・運用を目指しており、現状、当社の内部統制システムは有効に

運用されているものと判断しています。 

以下は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため

の体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての概要です。 

 

①当社の取締役の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

a．取締役会は、原則として毎月１回、また必要に応じて開催し、重要な職務執

行について審議・決定するとともに、取締役から定期的に、また必要に応じ

て職務執行の状況の報告を受けること等により、取締役の職務執行を監督す

る。 

b．取締役は、法令および定款に適合した適切な経営判断を行い、常に十分な情

報の収集に努める。 

②当社の取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役会の議事録その他職務執行に係る情報については、法令および社内規

程に従い、その作成から、利活用、保存、廃棄に至るまで、適切に管理する。 

③当社のリスク管理に関する規程その他の体制 

a． 取締役は会社の事業活動に関するリスクを定期的に、また必要に応じて把握・

評価し、毎年度の経営計画に適切に反映する。また、会社全体のリスク管理

が適切になされるよう社内規程を整備する。 

b．当該リスクは、リスク管理規程をはじめとする社内規程に従い、業務所管部

署が職務執行の中で管理することを基本とし、複数の所管に係わる場合は、

組織横断的な委員会等で審議の上、適切に管理する。 

c．経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、代表取締役また

は代表取締役が選んだ者を委員長とする総合リスク対策委員会において、リ

スクの現実化の予防に努めるとともに、万一現実化した場合には迅速かつ的

確に対応することにより、経営に及ぼす影響を最小限に抑制するよう努める。 

d．大規模地震等の非常災害の発生に備え、対応組織の設置、情報連絡体制の構

築および定期的な防災訓練の実施など、適切な体制を整備する。 
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e．リスク管理体制の有効性については、内部監査室が定期的に、また必要に応

じて監査し、その結果を取締役会等に報告する。取締役は、監査結果を踏ま

え、所要の改善を図る。 

④当社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

a．経営上の重要事項については、取締役会等の会議体において適宜審議するな

ど、効率的な意志決定を図る。 

b．取締役会の決定に基づく職務執行については、社内規程において責任と権限

を明確にし、取締役、職員がそれぞれ適切かつ迅速に執行する。 

c．情報のセキュリティ確保を前提に、職務執行の効率性向上や適正の確保に資

するＩＴ環境の整備に努める。 

⑤当社の職員の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

a．社内規程において、職務執行にあたり遵守すべき法令等を明確にするととも

に、教育研修等により当該規程に基づく職務執行の徹底を図る。 

b．職員の職務執行が法令および定款に適合することを確保するため、内部監査

室が、職員の職務執行の状況について、定期的に、また必要に応じて監査し、

その結果を取締役会等に報告する。取締役は、監査の結果を踏まえ、所要の

改善を図る。 

c．こうした取り組みを通じ、「しない風土」と「させない仕組み」を充実・徹

底させる。さらに業務上の課題や問題を自発的に提起し、それを積極的に受

け止める仕組みを強化するため、社内外のコミュニケーションの徹底、業務

支援体制の強化、定期的な業務の見直し等を推進する。 

⑥当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

a．監査役の求めに応じて、監査役の職務を補佐する組織を設置し、必要な人員

を配置する。 

b．当該組織に属する職員は、監査役の指揮命令に服するものとし、その人事に

関する事項については、事前に監査役と協議する。 

c．取締役は、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときは、

直ちに監査役会に報告するとともに、監査役の求める事項について、必要な

報告を行う。また、職員から監査役に対し必要かつ適切な報告が行われるよ

う体制を整備する。 

d．取締役および職員から報告を受けた者が、会社に著しい損害を与える事項や

信用を大きく失墜させるおそれのある事項、または規程等に違反する行為を

発見した場合については、速やかに監査役に報告する体制を確保し、当該報

告を行った者に対して、当該報告を理由として不利な取扱いを行うことを禁

止し、その旨を周知徹底する。 

e．監査役が取締役会その他の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べる

ことのできる体制を整備する。また、会計監査人および内部監査室が監査役

と連携を図るための環境を整えるなど、監査役監査の実効性を確保するため

の体制を整備する。 
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⑦反社会的勢力排除に向けた体制 

a．反社会的勢力排除に向けた体制を確立するため、全役職員に対し、市民社会

の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関わりを持たず、不当・

不正な要求には応じない旨を徹底する。 

b．「反社会的勢力対応マニュアル」を整備・運用するとともに、警察や顧問弁

護士等の外部専門機関と適宜緊密に連携し、会社全体として速やかに対応す

る。 

 

Ｂ  運用状況の概要 

  当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた当事業年度における実施状況は

次のとおりです。 

①取締役会を12回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算策定等経営

に関する重要事実を決定し、月次の経営業績の分析・評価を検討するとともに、

法令・定款等への適合性および業務の適正性の観点から審議しました。 

②監査役会を11回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社内会議へ

の出席、取締役の職務執行の監査、法令・定款等への遵守について監査しまし

た。 

③財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に鑑み、策定した実施計画に基づき内

部統制評価を実施しました。また、決算開示資料については、取締役会に付議

したのち開示を行うことにより適正性を確保しました。 

④情報セキュリティ対策として、個人情報を含めた会社の機密情報の漏えい防止

を目的とした社内研修を実施したほか、文書やデータの管理・廃棄方法のさら

なる厳格化を図りました。 

⑤個人および組織のコンプライアンスに対する意識の向上を図るため、社内研修

の継続を通じて、全職員へのコンプライアンス意識の浸透と牽制機能の強化に努

めました。 

 

(2) 剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題として認識しており、内部留保

の充実を図りながら、業績に裏付けられた利益配分を行うことを基本と考えていま

す。 
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貸 借 対 照 表 
平成27年９月30日現在 

 (単位：千円) 

資 産 の 部 負債及び純資産の部 

科  目 金  額 科  目 金  額 

流 動 資 産 3,404,605 流 動 負 債 1,730,908 

現 金 及 び 預 金 3,136,435 １ 年 内 返 済 予 定 の  
売 掛 金 61,225 長 期 借 入 金 588,549 
た な 卸 資 産 22,928 リ ー ス 債 務 14,913 
前 払 費 用 110,216 未 払 金 86,222 
繰 延 税 金 資 産 68,316 未 払 費 用 169,937 
そ の 他 6,308 未 払 法 人 税 等 439,087 
貸 倒 引 当 金 △826 未 払 消 費 税 等 216,162 

  前 受 金 18,865 
固 定 資 産 15,130,677 預 り 金 111,386 

有 形 固 定 資 産 14,479,385 前 受 収 益 3,727 
建 物 6,239,937 賞 与 引 当 金 69,076 
構 築 物 86,450 資 産 除 去 債 務 1,457 
機 械 及 び 装 置 39,065 そ の 他 11,522 
車 両 運 搬 具 1,779 固 定 負 債 1,383,050 
工 具 、 器 具 及 び 備 品 54,771 長 期 借 入 金 1,051,026 
土 地 7,962,534 リ ー ス 債 務 30,000 
建 設 仮 勘 定 94,846 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 140,700 

  資 産 除 去 債 務 148,252 
無 形 固 定 資 産 28,051 そ の 他 13,071 

電 話 加 入 権 532 負 債 合 計 3,113,958 
そ の 他 27,518   

  株 主 資 本 15,414,965 

投資その他の資産 623,241  資 本 金 1,778,330 

投 資 有 価 証 券 24,722 資 本 剰 余 金 2,072,251 
長 期 貸 付 金 14,751 資 本 準 備 金 1,851,330 
長 期 前 払 費 用 5,785 そ の 他 資 本 剰 余 金 220,921 
繰 延 税 金 資 産 137,862  利 益 剰 余 金 11,564,848 
差 入 保 証 金 437,644 利 益 準 備 金 137,027 
そ の 他 2,473 そ の 他 利 益 剰 余 金 11,427,821 

  別 途 積 立 金 97,800 
  繰 越 利 益 剰 余 金 11,330,021 
   自 己 株 式 △464 
  評価・換算差額等 6,358 

   その他有価証券評価差額金 6,358 

  純 資 産 合 計 15,421,324 

合 計  18,535,283 合 計  18,535,283 
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損 益 計 算 書 
平成26年10月１日から 

平成27年９月30日まで 

    (単位：千円) 

科   目 金   額 

売 上 高  9,606,602 

売 上 原 価  6,659,657 

売 上 総 利 益 
 

2,946,944 

販売費及び一般管理費 643,445 

営 業 利 益  2,303,498 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 176  

受 取 家 賃 90,258  

そ の 他 17,219 107,654 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 5,513  

賃 貸 費 用 73,330  

そ の 他 907 79,751 

経 常 利 益 
 

2,331,401 

特 別 損 失  

減 損 損 失 36,605 36,605 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,294,796 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 800,689  

法 人 税 等 調 整 額 6,385 807,075 

当 期 純 利 益   1,487,721 
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株主資本等変動計算書 
平成26年10月１日から 

平成27年９月30日まで 

               （単位：千円）

 株  主  資  本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資  本 

 

準備金 

その他 

資 本   

剰余金 

資  本 

剰余金 

合  計 

利  益 

 

準備金 

その他利益剰余金 利 益 

剰余金 

合 計 

別 途 

積立金 

繰 越 利益 

剰 余 金 

当期首残高 1,778,330 1,851,330 220,921 2,072,251 137,027 97,800 10,242,341 10,477,168 

当期変動額          

剰余金の配当       △400,040 △400,040 

当 期 純 利 益        1,487,721 1,487,721

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額) 

        

当期変動額合計 - - - - - - 1,087,680 1,087,680

当期末残高 1,778,330 1,851,330 220,921 2,072,251 137,027 97,800 11,330,021 11,564,848 

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

 

合  計 
自己株式 

株 主 資 本 

 

合 計 

その他有 

価証券評 

価差額金 

評価・換算 

 

差額等合計 

当期首残高 △464 14,327,285 3,392 3,392 14,330,678 

当期変動額      

剰余金の配当  △400,040   △400,040 

当 期 純 利 益   1,487,721   1,487,721 

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額) 

  2,965 2,965 2,965 

当期変動額合計 - 1,087,680 2,965 2,965 1,090,646 

当期末残高 △464 15,414,965 6,358 6,358 15,421,324 

(注) 貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書の記載金額は、表示

単位未満を切り捨てています。 
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〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．有価証券の評価基準および評価方法 
その他有価証券 

時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

 
２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

主として移動平均法による原価法 
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定） 

 
３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、
定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 
建  物   22年～50年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法 

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)
に基づく定額法を採用しています。 

(3) リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 
 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

回収不能見込額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期対応分相

当額を計上しています。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しています。 

なお、平成 17 年 10 月 21 日開催の取締役会において、平成 17 年 12 月 14 日開

催の第 27 期事業年度に係る定時株主総会終結の時をもって、役員退職慰労金制度

を廃止することを決議したことにより、同日以降の新たな繰り入れは行っていませ

ん。 
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５．売上高の計上基準 

授業料収入は受講期間に対応して収益として計上し、また、入会金収入は入会時に、

教材収入は各学期の開始時にそれぞれ収益として計上しています。 

 

６．消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しています。 

 

〔会計方針の変更に関する注記〕 

該当事項はありません。 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

１．たな卸資産の内訳 

商 品 及 び 製 品  17,169 千円 

仕 掛 品   4,351 千円 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品    1,406 千円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,219,146千円 

 

３．担保に供している資産およびこれに対応する債務 

① 担保に供している資産 

建       物 583,207千円 

土       地 1,105,778千円 

      計 1,688,986千円 

 

② 対応する債務 

１年内返済予定の長期借入金  381,961千円 

長 期 借 入 金 558,474千円 

計 940,435千円 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

減損損失 

当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上しています。 

場 所 用 途 種 類 

神奈川県横浜市 スクール 建 物 他 

神奈川県大和市 スクール 建 物 他 

神奈川県川崎市 スクール 建 物 他 

神 奈 川 県 遊休資産 電 話 加 入 権 
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当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主にスクールを基本単位

としたグルーピングを行っています。また、本部、寮、厚生施設などについては共用

資産としてグルーピングを行っています。 

ただし、将来の用途が定まっていない遊休資産は、独立してキャッシュ・フローを

生み出す最小単位として捉え個別にグルーピングしています。 

スクールについては、投資額の回収可能性が不確実であるため、健全な会計処理を

行う観点から回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しています。 

また、電話加入権については遊休状態にあり将来の使用が見込まれていないため、

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しています。 

減損損失は 36,605千円であり、その内訳は建物 35,143千円、構築物 341千円、

工具、器具及び備品 974千円、電話加入権 145千円です。回収可能価額は、使用価

値と正味売却価額のいずれも認められないため、零から処分費用を控除した額として

評価しています。 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数 16,670,000株 

２．当事業年度の末日における自己株式の数 1,633株 

３．当事業年度中に行った剰余金の配当  

①配当金支払額 

決議 
株 式 の 

種 類 

配 当 金 の  

総額（千円） 

１株当たり

配当額（円） 
基準日 

効 力 

発 生 日 

平成26年12月12日

定時株主総会 

普通 

株式 
200,020 12.00 

平成26年 

９月30日 

平成26年 

12月15日 

平成27年 ４ 月 28日

取締役会 

普通 

株式 
200,020 12.00 

平成27年 

３月31日 

平成27年 

５月22日 

 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度

となるもの 

次のとおり決議を予定しています。 

決議 
株 式 の 

種 類 

配当の 

原 資 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 

効 力 

発 生 日 

平成27年12月11日

定時株主総会 

普通 

株式 

利 益 

剰余金 
233,357 14.00 

平成27年 

９月30日 

平成27年 

12月14日 

 

 

 

 

 

 -19- 
 



〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

・有形固定資産 

スクールおよび本部における複写機（工具、器具及び備品）です。 

②リース資産の減価償却の方法 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕「３．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりです。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

１年内 11,926 千円 

１年超 7,951 千円 

合計 19,877 千円 
 
〔金融商品に関する注記〕 

１．金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な安全性の高い金融資産で運用しています。 

また、設備投資資金等が手元資金でまかなえない場合は、銀行等金融機関から必要

な資金を調達する方針です。デリバティブ取引は利用せず、投機的な取引は行わない

方針です。 

 

②金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、個人の顧客に対するものであり、信用リスクが存在しま

す。差入保証金は、スクールの賃借に伴う敷金および保証金であり、長期貸付金は主

にスクールの建設協力金に係るものです。これらは、差し入れ先および貸付先の信用

リスクが存在します。当該リスクに関しては、与信管理マニュアルに従い、顧客ごと

の期日管理および残高管理を行うとともに、回収懸念の早期把握や軽減を図っていま

す。 

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業等の上場株式であり、市場価格の変動

リスクが存在しますが、四半期ごとに時価を把握し、保有状況の見直しを行っていま

す。 

営業債務である未払金および預り金や未払法人税等は、すべて１年以内に支払期日

が到来します。長期借入金は、運転資金および設備投資に係る資金調達を目的として

います。営業債務等や借入金は、流動性リスクが存在しますが、月次で資金計画を作

成するなどの方法により管理しています。 

 

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込

んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することが

あります。 

 

 -20- 
 



２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成27年９月30日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

次のとおりです。 

（単位：千円） 

  貸 借 対 照 表 

計 上 額 ( ※ ２ ) 
時価(※２) 差額 

(1)現金及び預金 3,136,435 3,136,435      ― 

(2)売掛金 61,225   

  貸倒引当金（※１） △826   

 60,399 60,399 ― 

(3)投資有価証券 24,722 24,722 ― 

(4)長期貸付金 14,751 14,568 △182 

(5)差入保証金 437,644 382,298 △55,345 

(6)長期借入金 (1,639,575) (1,639,535) △39 

(7)未払金 (86,222) (86,222) ― 

(8)未払法人税等 (439,087) (439,087) ― 

(9)未払消費税等 (216,162) (216,162) ― 

(10)預り金 (111,386) (111,386) ― 

（※１）売掛金に対する貸倒引当金を控除しています。 
（※２）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 
 
（注）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 
  

(1) 現金及び預金、（2）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっています。 

(3) 投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の

価格または取引金融機関から提示された価格によっています。 

(4) 長期貸付金 

長期貸付金の時価については、将来キャッシュ・フローを、当該残存期間およ

び国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しています。 

(5) 差入保証金 

差入保証金の時価については、将来キャッシュ・フローを、想定した賃借契約

期間および国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しています。 

(6) 長期借入金（１年内返済予定含む） 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入れを行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。 

  (7) 未払金、(8) 未払法人税等、(9) 未払消費税等、(10)預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっています。 
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〔税効果に関する注記〕 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰 延 税 金 資 産 

未 払 事 業 税 35,850千円 

未 払 事 業 所 税 557千円 

一 括 償 却 資 産 1,933千円 

賞 与 引 当 金 22,798千円 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 45,263千円 

減 損 損 失 63,789千円 

資 産 除 去 債 務 48,173千円 

そ の 他 7,185千円 

繰 延 税 金 資 産 合 計 225,553千円 

 

繰 延 税 金 負 債 

資産除去債務に対応する除去費用 △16,358千円 

そ の 他 △3,015千円 

繰 延 税 金 負 債 合 計 △19,374千円 

差 引 ： 繰 延 税 金 資 産 純 額 206,178千円 

 

〔退職給付に関する注記〕 

１．採用している退職給付制度の概要 

従業員の選択制による報酬制度または確定拠出年金制度を採用しています。 

２．退職給付費用に関する事項 

確定拠出年金への掛金支払額 70,060千円 

 

〔1 株当たり情報に関する注記〕 

１株当たり純資産額 925 円 19 銭 

１株当たり当期純利益金額 89 円 25 銭 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

該当事項はありません。 

 

〔追加情報〕 

 該当事項はありません。 
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会計監査人の監査報告 謄本 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成27年10月28日 

株 式 会 社 ス テ ッ プ 

取 締 役 会 御 中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 水 野 雅 史 印 

 

 指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 細 野 和 寿 印 

 

 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ステップの平

成２６年１０月１日から平成２７年９月３０日までの第３７期事業年度の計算書類、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他

の注記並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正

又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書

類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は､

当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求め

ている。 
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入

手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬

による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立

案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示

を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 

 

 

以 上 
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監査役会の監査報告 謄本 

 
監 査 報 告 書 

 

当監査役会は、平成 26 年 10 月１日から平成 27 年９月 30 日までの第 37 期事業年

度の取締役の職務執行に関して、審議のうえ本監査報告書を作成し、以下のとおり報

告します。 

１. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容 

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況およ

び結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監

査室等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取

締役会その他重要な会議に出席し、取締役および内部監査室等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本部

および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、事業

報告に記載されている取締役の職務執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法

施行規則第 100 条第 1 項ならびに第 3 項に定める体制の整備に関する取締役会決議の

内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役および内部監査室等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、

必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、当該事業

年度に係る事業報告およびその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行

われることを確保するための体制」(会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項)を「監

査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該

事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な

会計方針およびその他の注記）およびその附属明細書について検討いたしました。 
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監  

２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。 

② 取締役の職務執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大

な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果 

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると

認めます。 

 

平成27年10月29日 

 

株 式 会 社 ス テ ッ プ  監 査 役 会 

 

常勤監査役 石 黒  博 印 

社外監査役 飯 島 晴 雄 印 

社外監査役 木 佐 貫  利 数 印 
 

 
以 上 
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 株主総会参考書類 

議案および参考事項 

第１号議案   剰余金の処分の件 

当期の期末配当金につきましては、当期の業績、今後の経営環境および事業展開等

を総合的に勘案して、以下のとおりとしたいと存じます。 

期末配当に関する事項 

（1） 配当財産の種類  金銭 

（2） 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式１株につき 金 １４円 総額 233,357,138 円 

（3） 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成２７年１２月１４日 

 

第２号議案   定款一部変更の件 

１．提案の理由 

   今後の事業展開に備えるため、事業目的を追加するものです。 

２．変更の内容 

   変更の内容は次のとおりです。（下線は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章  総  則 

 

第１条 （条文省略） 

 

（目 的） 

第２条 

当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。 

１．小学生、中学生、高校生の学習および

受験指導。 

２．教材および教具類の立案、制作ならび

にそれらの販売。 

３．書籍、雑誌等の出版および販売業。 

４．録音メディアおよび録画メディアの立

案、制作ならびにそれらの販売。 

５．スポーツスクールの経営。 

６．カルチャーセンターの経営。 

７．海外旅行、国内旅行の仲介斡旋に関す

る業務。 

第１章  総  則 

 

第１条 （現行どおり） 

 

（目 的） 

第２条 

 

 

 

（現行どおり） 
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現 行 定 款 変 更 案 

８．コンピュータ・ソフトウェアの開発お

よび販売。 

９．コンピュータおよびその関連機器によ

る情報処理事業。 

10．不動産の売買、賃貸借、管理および仲

介。 

11．学生寮の経営。 

12．有価証券の売買。 

13．一般労働者派遣事業。 

14．損害保険の代理業。 

＜新  設＞ 

 

15．前各号に附帯する一切の業務。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15．学童保育、保育園等の保育、幼児教育

の実施と運営。 

16．前各号に附帯する一切の業務。 

 

第３号議案   取締役１０名選任の件 

取締役全員（８名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役１０名の選任をお願いするものです。取締役候補者は次のとおりです。 

候補者 

番 号 

氏   名 

(生年月日) 
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 

所有する当社の 

株 式 の 数 

１ 
龍
たつ

井
い

郷
きょう

二
じ

 
(昭和24年 
２月22日生) 

昭和54年９月 

昭和57年７月 

昭和60年６月 

平成23年10月 

当社代表取締役社長 
当社取締役 
当社代表取締役社長（現任） 
当社執行役員（現任） 

1,302,800株 

２ 
高
たか

橋
はし

豊
とよ

明
あき

 
(昭和33年 

２月１日生) 

平成７ 年 ４ 月  
平成23年12月 
平成24年12月 
 
平成27年４月 
 

当社高校受験塾長 
当社取締役 
当社専務取締役（現任） 
当社執行役員教務部長 
当社常務執行役員（現任） 
当社Hi-STEP本部長（現任） 

   33,500株 

３ 
池
いけ

永
なが

郁
いく

夫
お

 
(昭和31年 

４月29日生) 

平成５ 年 ４ 月  
平成６ 年 ５ 月  
平成20年12月 
平成23年10月 

当社大和ブロック長 
当社取締役 
当社常務取締役（現任） 
当社執行役員（現任） 

 41,300株 

４ 
梅
うめ

澤
ざわ

直
なお

之
ゆき

 
(昭和48年 

７月27日生) 

平成17年４月 
平成23年４月 
平成23年10月 
平成24年４月 
平成24年12月 
平成27年４月 

当社横浜相鉄ブロック長 
当社執行役員 
当社常務執行役員（現任） 
当社横浜北部ブロック長(現任) 

当社取締役（現任） 
当社横浜本部長（現任） 

    8,600株 

 

（現行どおり） 
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候補者 

番 号 

氏   名 

(生年月日) 
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 

所有する当社の 

株 式 の 数 

５ 
新
あら

井
い

規
のり

彰
あき

 
(昭和49年 

９月７日生) 

平成23年４月 

平成23年10月 

平成24年12月 

 

当社執行役員 

当社常務執行役員（現任） 

当社取締役（現任） 

当社総務本部長（現任） 

    3,600株 

６ 
髙
たか

瀬
せ

裕
ひろ

之
ゆき

 
(昭和50年 

９月19日生) 

平成21年４ 月 

平成23年４ 月 

平成23年10月 

平成26年12月 

平成27年４月 

当社横須賀ブロック長（現任） 

当社執行役員 

当社常務執行役員（現任） 

当社取締役（現任） 

当社県西本部長（現任） 

   8,300株 

７ 
遠
えん

藤
どう

陽
よう

介
すけ

 
(昭和47年 

５月20日生) 

平成14年４ 月 

平成22年４ 月 

平成23年４ 月 

 

平成26年４月

平成27年４月 

当社綾瀬スクール室長 

当社藤沢北部ブロック長 

当社長後ブロック長（現任） 

当社執行役員 

当社常務執行役員（現任） 

当社湘南本部長（現任） 

   0株 

８ 
大
だい

黒
こく

晃
あき

禎
よし

 
(昭和47年 

８月９日生) 

平成13年４ 月 

平成19年４ 月 

平成23年４ 月 

平成24年４月 

平成25年４月 

平成27年４月 

当社藤沢朝日スクール室長 

当社藤沢ブロック長 

当社執行役員 

当社大学受験運営副本部長 

当社常務執行役員（現任） 

当社大学受験運営本部長(現任) 

   0株 

９ 
河
かわ

井
い

榮
えい

治
じ

 

(昭和22年 
７月５日生) 

昭和41年４月 

昭和58年５月 

平成 １ 年 ５ 月  

平成17年５月 

平成20年５月 

平成22年10月 

平成23年４月  

高島(株)入社 

(株)ハイランド取締役 

同社代表取締役社長 

同社代表取締役社長退任 

(株)グロー工業専務取締役 

同社退社 

当社取締役（現任） 

    2,000株 

10 
木
き

島
じま

文
ふみ

義
よし

 

(昭和27年 
12月25日生) 

昭和51年４月 

昭和63年４月 

平成14年６月 

平成24年３月 

湘南塾（現 ㈱湘南ゼミナール）創業 

(株)湘南ゼミナール取締役 

同社代表取締役社長 

同社代表取締役社長退任 

    1,000株 

(注)１ ．取締役候補者龍井郷二氏は、(有)ケー・プランニングの代表取締役を兼務してい
ます。 
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２．当社とその他の取締役候補者との間に特別の利害関係はありません。 

３．河井榮治氏ならびに木島文義氏は、共に社外取締役候補者です。 

４．河井榮治氏を社外取締役候補者とした理由 

河井榮治氏が有する会社経営の豊富な経験と幅広い見識を活かし、当社の経営全

般に対して提言を頂くことにより、当社のコーポレート・ガバナンス強化が期待で

きるため、社外取締役候補者といたしました。 

５．河井榮治氏は現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって４年８ヶ月となります。 

６．当社と河井榮治氏との間では、会社法第 427 条第１項の規定に基づく、同法第

423 条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、本議案が承認可決さ

れた場合は、当該契約を継続する予定です。なお、当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は同法第 425 条第１項に定める最低責任限度額としています。 

７．木島文義氏を社外取締役候補者とした理由 

木島文義氏が学習塾業界において長年培ってきた経験とノウハウが、当社の今後

の事業展開に有益かつ必要と考え、社外取締役候補者といたしました。 

８．当社と木島文義氏との間では、本議案が承認可決された場合は、会社法第427条

第１項の規定に基づく、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

する予定です。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は同法第425条第１

項に定める最低責任限度額としています。 

 

第４号議案   監査役１名選任の件 

監査役石黒博氏は本総会終結の時をもって退任いたしますので、監査役１名の選任

をお願いするものです。なお、本議案は、あらかじめ監査役会の同意を得ています。

監査役候補者は次のとおりです。 

氏   名 

(生年月日) 
略歴、地位および重要な兼職の状況 

所有する当社の 

株 式 の 数 

上
うえ

田
だ

秀
ひで

樹
き

 

(昭和31年 
７月９日生) 

平成４年12月 

平成18年12月 

平成19年４月 

平成20年４月 

平成21年４月 

 

当社取締役 

当社取締役退任 

当社大学受験相模原校室長 

当社大学受験小田原相模原ブロック長 

当社大学受験横浜校室長 

当社大学受験相模原ブロック長 

      0株 

(注) 当社と監査役候補者との間に特別の利害関係はありません。 

 

以 上  
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株主総会 会場ご案内図 
 

会場  神奈川県藤沢市藤沢６０２番地 当社本部 
電話  ０４６６－２０－８０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東海道線・小田急江ノ島線・江ノ島電鉄線 

 

 


